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（2025年 3 月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部
科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
製 作 品
制 作 支 出 金
契 約 資 産
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工具・器具及び備品
土 地
無 形 固 定 資 産

借 地 権
商 標 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

△

△

30,142,988
712,473
57,035

1,764,058
14,823,286

6,238
2,233,763
2,764,208

240,633
7,367,108

34,618
140,509

946
8,099,005
1,238,671
1,074,328

2,071
3,668

147,784
10,817
309,803

585
612

24,851
158,488
125,266
6,550,530
4,522,980

374,986
2,713

10,497
1,308,193

348,127
16,968

流 動 負 債
支 払 手 形
電 子 記 録 債 務
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
契 約 負 債
預 り 金
独占禁止法関連損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
退 職 給 付 引 当 金
資 産 除 去 債 務
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

18,397,348
13,469

1,470,582
13,098,290

400,000
687,025

1,077,970
823,722

9,142
555,000
262,143
2,926,131
1,915,721

368,623
404,580
237,205

負 債 合 計 21,323,480
純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ･ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

△

15,175,991
100,000
5,078,496
5,078,496
11,912,995
11,912,995
11,912,995
1,915,500

1,742,522
1,742,522

純 資 産 合 計 16,918,513
資 産 合 計 38,241,993 負債及び純資産合計 38,241,993

（単位：千円）

貸　　借　　対　　照　　表
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（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額
売 上 高 43,069,188
売 上 原 価 27,313,051

売 上 総 利 益 15,756,137
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,730,550

営 業 利 益 1,025,587
営 業 外 収 益 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 95,722 　

そ の 他 の 営 業 外 収 益 112,730 208,453

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 4,165  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 56,056 60,222

経 常 利 益 　 1,173,818
特 別 利 益 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 26,203 　

関 係 会 社 清 算 益 12,971 39,174

特 別 損 失 　

独 占 禁 止 法 関 連 損 失 116,362 116,362

税 引 前 当 期 純 利 益 1,096,630
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 208,000

法 人 税 等 調 整 額 118,362

当 期 純 利 益 770,268

（　　　      　　　）2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで

損　　益　　計　　算　　書
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個 別 注 記 表 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．資産の評価基準および評価方法 

  （１）有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

  （２）棚卸資産の評価基準および評価方法 

製作品および制作支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に 

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法を採用しております。 

ただし、１９９８年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 

２０１６年４月１日以降取得した建物附属設備および構築物については定額法によって 

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建    物    ８年～５０年 

工具・器具及び備品 ２年～２０年 

（２）無形固定資産 （リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（４）長期前払費用 

効果の及ぶ期間にわたり均等償却しております。 

 ３．引当金の計上基準    

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
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念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。 

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しています。 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（１０年）による定額法により費用処理しています。 

（３）独占禁止法関連損失引当金 

独占禁止法に基づく課徴金等の支払いに備えるため、該当支払見込額を計上しています。 

 ４．収益および費用の計上基準 

  （１）広告媒体の取り扱いに係る収益 

主に広告媒体（テレビ・ラジオ、新聞・雑誌、ＯＯＨ、インターネット）の仲介であ

り、クライアントからの受注に基づいて媒体社に手配する履行義務を負っております。

当該履行義務は、一定の期間に渡り履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足

の進捗度に応じて収益を認識しております。 

当該収益は、顧客への財またはサービスの提供において当社が当該財またはサービス

を支配しておらず、代理人としての性質が強いと判断されるため、顧客から受領する

対価から関連する原価を控除した純額、あるいは手数料の金額を収益として認識して

おります。 

   (２）セールスプロモーション広告等に係る収益 

主に広告宣伝に関する企画制作・セールスプロモーションであり、クライアントから

の受注を受けてサービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、サ

ービス物を引き渡す一時点にてクライアントがサービスまたは納品物に対する支配を

獲得して充足される取引であり、引渡時点で収益を認識しております。 

当該収益は、顧客への財またはサービスの提供において当社が当該財またはサービス

を支配しており、本人としての性質が強いと判断されるため、収益および原価を総額

で計上しております。 

   (３）展示屋外広告に係る収益 

主に内装工事の設計および監理であり、クライアントからの受注に基づいてサービス

を提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、工事の進捗度に応じて顧客

の資産が増価するとともに顧客が当該資産の支配を獲得し、これに応じて当社の履行

義務が充足されるため、工事の進捗度に応じた原価回収基準により収益を認識してお
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ります。 

当該収益は、工事の進捗により履行義務の充足に使用されたインプット（発生したコ

スト）が、当該履行義務を完全に充足されるまでに予想されるインプット合計に占め

る割合に基づいて算出しております。 

   (４）タレント契約料に係る収益 

主に広告宣伝に関するキャスティング業務であり、クライアントからの受注に基づい

てサービスを提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、契約期間の経過

とともに履行義務が充足される取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を

認識しております。 

当該収益は、当該履行義務が充足される契約期間における期間按分にて計上しており

ます。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

  繰延税金資産の回収可能性 

（１） 当事業年度の計算書類に計上した金額                        

(単位：千円) 

 当事業年度 

繰延税金負債 404,580 

繰延税金負債と相殺前の 

繰延税金資産の額 
538,418 

（２） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

繰延税金資産の回収可能性は、将来の課税所得を合理的に見積り、将来の税金負担

額を軽減する効果を有するかどうかで判断しております。当該判断は、収益力に基

づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニングに基づく一時

差異等加減算前課税所得の十分性および将来加算一時差異の十分性のいずれかを

満たしているかどうかにより判断しております。 

当該見積りについて、将来の不確実な経済環境の変化等により見直しが必要となっ

た場合、翌事業年度以降の計算書類において認識する繰延税金資産および法人税等

調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 ２．担保資産 

 担保に供している資産 

     現金および預金                     ３９１，９４６千円 

     投資その他の資産その他                   ６，１００千円 

   上記に対応する債務 

     広告取扱代理店契約に伴う買掛債務等         ２，７４１，７６１千円 

 ３．有形固定資産の減価償却累計額                ６８０，７９２千円 
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４．偶発債務  

   当社は、独占禁止法違反行為に関連して、今後、損害賠償請求を受ける可能性があり、これ

らの請求に対して適切に対処してまいります。なお、その結果によっては当社の業績に影響

を与える可能性があります。現時点ではその影響を合理的に見積ることは困難であり、当社

の財政状態および経営成績に与える影響は明らかではありません。 

 ５．関係会社に対する金銭債権または金銭債務 

   短期金銭債権                        ４６６，７０６千円 

長期金銭債権                        １５３，０００千円  

短期金銭債務                      ２，１６０，１７３千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

 １．記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 ２．関係会社との営業取引による取引高の総額        ７，４１７，８３８千円 

 ３．関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額       ２６，５２２千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 １．記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 ２．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

                                        （単位：株） 

 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 摘要 

発行済株式      

 普通株式 16,704,000   16,704,000  

  合計 16,704,000   16,704,000  

自己株式      

 普通株式 3,907,778   3,907,778  

  合計 3,907,778   3,907,778  

３．剰余金の配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳                   

    繰延税金資産  

       退職給付引当金                    ６７３，９５２千円 

     未払賞与                       ２８５，８９７千円 

          独占禁止法関連損失引当金               １９６，６３６千円 

その他                        ２３９，８８０千円 

   繰延税金資産小計                   １，３９６，３６７千円 

      評価性引当額                   △  ８５７，９４８千円 
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   繰延税金資産合計                      ５３８，４１８千円 

繰延税金負債 

      その他有価証券評価差額金                ９４２，９９９千円 

   繰延税金負債合計                       ９４２，９９９千円 

 繰延税金負債の純額                    ４０４，５８０千円 

 ２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 

    「所得税法等の一部を改正する法律」が令和７年３月３１日に国会で成立したことに伴

い、令和８年４月１日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われる

ことになりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率は従来の３４．５９％から令和８年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見

込まれる一時差異については、３５．４３％となります。 

  この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は  

２２，３５７千円が増加し、その他有価証券評価差額金が２２，３５７千円減少しており

ます。 

 

（金融商品に関する注記） 

 １．金融商品の状況に関する事項  

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により 

資金を調達しております。  

受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を 

図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期

ごとに時価の把握を行っています。  

借入金の使途は運転資金であります。 

 ２．金融商品の時価等に関する事項  

当期末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、市場価格のない株式等は、「その他有価証券」には含めておりません。（(注

２)をご参照ください。）また、現金は注記を省略しており、預金・受取手形・売掛金・電

子記録債権・短期貸付金・支払手形・買掛金・電子記録債務ならびに短期借入金は、短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券 

その他有価証券  
4,042,148 4,042,148 － 

 （注１）金融商品の時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じ

て、以下の３つのレベル別に分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプ
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ットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している 

場合には、 それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、

時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してお

ります。 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。  

（注２）市場価格のない株式等 

                              （単位：千円） 

区   分 貸借対照表計上額 

   非上場株式                436,212 

   関係会社株式         374,986 

   関係会社有価証券 2,713 

   出資金 44,618 

 

（資産除去債務に関する注記） 

 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

 １．資産除去債務の概要  

当社は、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復

に係る債務を資産除去債務として認識しております。 

 ２．資産除去債務の金額の算定方法  

   物件の使用見込み期間を見積り（主に１５年）、割引率は当該使用見込み期間に見合う 

   国債の流通利回り（主に０．３％）を使用して資産除去債務の金額を算定しております。 

 ３．当期末における資産除去債務の総額の増減 

   期首残高                 ３６７，５２１千円 

   有形固定資産の取得に伴う増加額            －千円 

   時の経過による調整額             １，１０２千円 

   期末残高                  ３６８，６２３千円 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

 １．親会社                                  （単位：千円） 

属性 
会社等 

名 称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 東急㈱ 

被所有 

直接 96.6% 

間接  2.3% 

広告枠の仕入 仕入取引 43,520  買掛金 1,169,179 

 



 - 20 - 

 ２．子会社および関連会社等                          （単位：千円） 

属性 
会社等 

名 称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
㈱東急エージェ

ンシープロミックス 

所有 

直接 100.0% 

広告業務の 

発注 
仕入取引 5,352,070 買掛金 549,350 

子会社 ㈱アラテ 
所有 

直接 51.0% 

広告業務の 

発注 
仕入取引 81,019 買掛金 388,513 

 

３． 兄弟会社等                                （単位：千円） 

属性 
会社等 

名 称 

議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社

の 

子会社 

東急ファイナンス

アンドアカウンテ

ィング㈱ 

－ 

資 金 の 預 入 ・

借入等（注） 

 

資金の貸付 

受取利息 

 

8,778,822 

6,504 

短期貸付金 7,367,108 

 

（注）１．東急ファイナンスアンドアカウンティング㈱が東急グループ各社に提供しているキャ

ッシュマネージメントシステムを利用しており、余剰資金の預入・運転資金の調達等を

行っております。 

   ２．資金の貸付の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。 

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

１． 関連当事者との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま 

れております。 

２．関連当事者との取引条件および取引条件の決定方針等につきましては、一般的な取引を

参考に価格交渉の上、決定しております。 

３．資金の貸借につきましては、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １．1 株当たり純資産額                  １，３２２円１４銭 

 ２．1 株当たり当期純利益                    ６０円１９銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

（収益認識に関する注記） 

 収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益および費用の計上基準」に記載のとおり 

であります。 
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